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Ⅰ 財政分析の考え方 

 

現在、地方公共団体の会計制度は、歳入歳出の収支による単式簿記・現金主義会計

となっています。そのため、予算執行や現金収支の把握に適したものではありますが、

資産がどの程度形成され、どのような財源内訳になっているかという情報を把握する

ことが困難となっています。また、現会計制度では、現金支出以外に発生している行

政コスト（減価償却費等）について把握することはできません。 

以上の理由により、民間企業の会計手法である複式簿記・発生主義会計を取り入れ

た財務４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）

を作成しました。財務４表の相互関係は以下の図のとおりになります。 

 

資産の部 負債の部

・・・・

歳計現金 純資産の部

・・・・

・・・・

期末歳計現金残高

∥

【財務４表の相互関係】

∥

期末純資産残高

歳計現金増減額

∥

行政コスト計算書

│

＋

経常行政コスト

│

経常収益

∥

純経常行政コスト

臨時損益等

支出

＋

期首歳計現金残高

純経常行政コスト

期首純資産残高

純資産変動計算書

±

一般財源、補助金受入等

貸借対照表

資金収支計算書

収入

│

 

 

 

○鉾田市の財政状況を理解するために、以下の 6 つの視点から財務４表を分析してい

きます。 

 

１．資産形成度 

従来、歳入歳出決算書の財産に関する調書で公表していました公有財産、物品な

どの面積や個数に加え、貸借対照表によって、価値（金額）という側面から分析す

ることができます。 
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２．世代間公平性 

世代間公平性は、貸借対照表の資産、負債、純資産の対比によって分析すること

ができます。負債は、将来世代の負担を表し、純資産は、現役世代が負担したもの

を表します。 

 

３．持続可能性（健全性） 

これまでにも、地方公共団体の持続可能性（健全性）については、健全化判断比

率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）によって

判定することはできましたが、財務４表においては、退職手当引当金や未払金など、

発生主義によって、すべての負債を捉えることができます。        

貸借対照表においては、負債額を分析指標とすることができ、また、資金収支計

算書においては、持続可能な財政指標として基礎的財政収支（プライマリーバラン

ス）を算定することができます。 

 

４．効率性 

既存の財政指標では、地方公共団体の効率性については、把握することできず、

事業評価などを通じて行われていますが、行政コスト計算書においては、地方公共

団体の経常的な行政活動に係る人件費や物件費などの費用を、発生主義に基づきフ

ルコストとして表示することができ、効率性の度合いを定量的に測定することが可

能となります。 

 

５．弾力性 

財政の弾力性については、一般に、経常収支比率などが用いられますが、財務４

表においても、弾力性の分析が可能です。 

純資産変動計算書において、地方公共団体の資産形成を伴わない経常的な行政活

動に係る純経常行政コストに対して地方税、地方交付税などの当該年度の一般財源

等がどれだけ充当されているか（行政コスト対税収等比率）をみることができます。 

これは、地方公共団体がインフラ資産の形成や施設の建設などの資産形成を行う

財源的余裕度がどれだけあるかを示すものといえます。 

 

６．自律性 

歳入歳出決算における歳入内訳や財政力指数が関連しますが、財務書類について

も、行政コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出する

ことができますので、これを受益者負担水準の適正さの判断指標として用いること

ができます。 
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Ⅱ 各分析結果 

１．資産形成度 

（１）『資産』（Ｂ/Ｓ） 

資産増加の要因は、合併特例債や国の経済対策による地域活性化交付金を活用し

て事業を実施したことによる有形固定資産の増加、地方交付税等の増額による現金

預金や基金等の増加が主なものです。 

一般会計・連結貸借対照表　資産額

78,302,033 80,383,035

29,984,711 31,045,782

0

30,000,000

60,000,000

90,000,000

120,000,000

H21 H22

一般会計 連結団体

108,286,74

4

111,428,817

千円

 

○一般会計資産内訳表                        （単位：千円） 

  
H21 H22 比較 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率 

公共資産 90,102,266  83.2% 90,489,266  81.2% 387,000  0.4% 

  有形固定資産 90,000,110  83.1% 90,387,109  81.1% 386,999  0.4% 

  売却可能資産等 102,156  0.1% 102,157  0.1% 1  0.0% 

投資等 11,278,193  10.4% 13,061,328  11.7% 1,783,135  15.8% 

  投資及び出資金 4,920,702  4.5% 5,133,997  4.6% 213,295  4.3% 

  貸付金 0  0.0% 0  0.0% 0  0% 

  基金等 5,628,070  5.2% 7,203,690  6.5% 1,575,620  28.0% 

  長期延滞債権等 1,038,963  1.0% 1,073,523  1.0% 34,560  3.3% 

  その他 153  0.0% 153  0.0% 0  0.0% 

  回収不能見込額 △309,695  △0.3% △350,035  △0.3% △40,340  13.0% 

流動資産 6,906,285  6.4% 7,878,223  7.1% 971,938  14.1% 

  現金預金 6,251,022  5.8% 7,215,778  6.6% 964,756  15.4% 

  未収金 597,071  0.6% 831,357  0.7% 234,286  39.2% 

  その他 144,415  0.1% 13,672  0.0% △130,743  △90.5% 

  回収不能見込額 △86,223  △0.1% △182,584  △0.2% △96,361  111.8% 

資産合計 108,286,744  100.0% 111,428,817  100.0% 3,142,073  2.9% 
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（２）『有形固定資産の行政目的別割合』（Ｂ/Ｓ） 

「②教育」が増加した要因は、合併特例債を活用して鉾田学校給食センターを建

設したこと並びに旭中学校校舎耐震及び大規模改造事業を実施したことが挙げられ

ます。 

また、「⑤産業振興」が増加した要因は、農業集落排水整備事業を実施しているこ

とが挙げられます。 

 

 

平成22年度連結行政目的別有形固定資産の内訳

⑥消防

1%
⑦総務

3%⑤産業振興

7%

④環境衛生

28% ③福祉

1% ②教育

20%

①生活インフラ・

国土保全

40%

 

 

 

○連結有形固定資産の行政目的別割合                      （単位：千円） 

項目 H21 構成比 H22 構成比 増減 

①生活インフラ・国土保全 38,712,413 43.0% 36,439,107 40.3% △2,273,306 

②教育 17,983,398 20.0% 18,248,509 20.2% 265,111 

③福祉 612,511 0.7% 635,462 0.7% 22,951 

④環境衛生 25,652,173 28.5% 25,277,097 28.0% △375,076 

⑤産業振興 2,899,823 3.2% 5,909,850 6.5% 3,010,027 

⑥消防 1,062,381 1.2% 940,347 1.0% △122,034 

⑦総務 3,074,444 3.4% 2,934,397 3.2% △140,047 

⑧収益事業 2,967 0.0% 2,340 0.0% △627 

有形資産合計 90,000,110 100.0% 90,387,109 100.0% 386,999 
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（３）『資産老朽化比率』（Ｂ／Ｓ） 

資産老朽化比率は、耐用年数と比較して有形固定資産の取得からどの程度経過し

ているかを把握することができます。そのため、この比率が、高いほど有形固定資

産の老朽化が進んでいることになり再投資の必要性があると言えます。 

鉾田市においては、平成 2１年度に比べて 1.7％増加しておりますが、平成２２

年度においては、鉾田学校給食センターを建設すると共に、上島東小学校、旭北小

学校、旭南小学校、旭中学校において耐震補強及び大規模改造を実施し、主に教育

関連施設に再投資しました。 

このように、安全・安心なまちづくりを進めると共に、将来世代に過度な負担を

背負わせることの無いように計画的に資産の更新を図ります。 

 

資産老朽化比率

45.3%

47.0%

42.0%

44.0%

46.0%

48.0%

50.0%

H21 H22

 

 

 

○資産老朽化比率内訳表                   （単位：千円） 

  一般会計 

項目 H21 H22 増減 

減価償却累計額 44,629,861 47,069,816 2,439,955 

有形固定資産 64,405,213 63,774,169 △631,044 

土地 10,567,352 10,735,744 168,392 

資産老朽化比率 45.3% 47.0% 1.7% 
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２．世代間公平性 

◎『純資産比率』（Ｂ／Ｓ、ＮＷＭ） 

純資産比率は、資産に対する現役世代（純資産）と将来世代（負債）の負担割合を

表す指標です。この比率が高いほど、現役世代が自らの負担によって、資産を整備し

たことを意味し、将来世代の負担が軽減されます。 

  鉾田市においては、平成 2１年度と比較すると連結ベースで 0.６％増加し、67.7％

となり、将来世代の負担が軽減されました。 

 この比率の増加要因は、地方交付税の増額及び国の経済対策による地域活性交付金

よって一般財源が増加したことが挙げられます。 

 

 

純資産比率

108,286,744

75,417,11372,661,995

111,428,817

67.7%

67.1%

0

30,000,000

60,000,000

90,000,000

120,000,000

H21 H22

66.0%

66.5%

67.0%

67.5%

68.0%

純資産総額 資産総額 比率

千円

 

 

 

○純資産比率内訳表                                 （単位：千円） 

  一般会計 連結 

項目 H21 H22 増減 H21 H22 増減 

純資産総額 53,865,169 55,759,253 1,894,084 72,661,995 75,417,113 2,755,118 

資産総額 78,302,033 80,383,035 2,081,002 108,286,744 111,428,817 3,142,073 

純資産比率 68.8% 69.4% 0.6% 67.1% 67.7% 0.6% 
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３．持続可能性（健全性） 

（１）『負債』（Ｂ/Ｓ） 

負債増加の要因は、合併特例債や地方交付税の代替財源である臨時財政対策債の

発行額が増加したことが考えられます。 

しかし、地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち約１４４億円については、

償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれています。 

 

一般会計・連結貸借対照表　負債額

24,436,864 24,623,782

11,187,885 11,387,922

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

H21 H22
一般会計 連結団体

35,319,918 35,624,749

千円

 

 

○負債内訳表                                 （単位：千円） 

  
H21 H22 比較 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率 

固定負債 32,790,110  92.0% 33,126,543  92.0% 336,433  1.0% 

  地方債 27,112,165  76.1% 27,574,724  76.6% 462,559  1.7% 

  長期未払金 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 

  引当金 5,677,945  15.9% 5,551,819  15.4% △126,126  △2.2% 

  その他 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 

流動負債 2,821,669  8.0% 2,870,349  8.0% 48,680  1.7% 

  翌年度償還予定地方債 2,205,184  6.3% 2,297,217  6.4% 92,033  4.2% 

  短期借入金 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 

  未払金 402,351  1.1% 368,314  1.0% △34,037  △8.5% 

  
翌年度支払予定 

退職手当 
0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 

  賞与引当金 214,134  0.6% 204,818  0.6% △9,316  △4.4% 

  その他 12,970  0.0% 14,812  0.0% 1,842  14.2% 

負債合計 35,624,749  100.0% 36,011,704  100.0% 386,955  1.1% 
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（２）『基礎的財政収支(プライマリーバランス)』（Ｃ/Ｆ） 

公債の元利償還額を除いた歳出と、公債発行収入を除いた歳入のバランスをみる

もので、基礎的財政収支が均衡していれば、毎年の政策的な経費が税収などの毎年

の収入でまかなわれていることになります。 

   鉾田市においては、平成 2１年度に引き続き、平成 2２年度においても黒字とな

っています。 

 

 

 

 

  

収入総額：歳入総額から繰越金を除いた額 

 

 

 

○基礎的財政収支（プライマリーバランス）内訳表                (単位：千円) 

  一般会計 連結 

項目 H21 H22 H21 H22 

収入総額 19,628,447 19,445,590 34,605,781 34,597,721 

地方債発行額 1,929,500 2,104,700 2,578,868 2,758,434 

財政調整基金等取崩額 0 0 191 1,992 

支出総額 19,547,114 19,050,809 34,052,930 33,632,965 

地方債償還額 2,126,586 2,144,971 2,314,564 2,193,881 

財政調整基金等積立額 704,824 529,333 705,256 562,857 

基礎的財政収支 983,243 964,385 993,612 961,068 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

基礎的財政収支 ＝ 収入総額－地方債発行額－財政調整基金等取崩額－支出総額 

＋地方債償還額＋財政調整基金等積立額 
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４．効率性 

◎『性質別行政コスト』（Ｐ／Ｌ） 

行政コスト計算書では、発生主義による性質別の行政コストが計上されています。 

鉾田市においては、平成 2２年度と平成 2１年度を比較すると、増加科目については、

「社会保障給付」が約１０億円増加しておりますが、子ども手当等が主な要因となり

ます。減少科目については、「補助金等」が約１４億円減少しておりますが、定額給付

金（平成２１年度のみ）等が主な要因となります。 

 

 

○連結性質別行政コスト内訳表                        （単位：千円） 

  H21 構成比 H22 構成比 増減 

人件費 3,910,627 12.8% 3,847,090 12.7% △63,537 

退職手当引当金繰入等 920,590 3.0% 874,562 2.9% △46,028 

賞与引当金繰入等 216,003 0.7% 204,818 0.7% △11,185 

物件費 3,224,867 10.5% 3,117,357 10.3% △107,510 

維持補修費 201,557 0.7% 215,991 0.7% 14,434 

減価償却費 3,214,575 10.5% 3,373,601 11.1% 159,026 

社会保障給付 14,207,781 46.4% 15,188,479 50.1% 980,698 

補助金等 3,593,136 11.7% 2,187,848 7.2% △1,405,288 

他会計等への支出額 0 0.0% 0 0.0% 0 

他団体への公共資産整備補助金等 292,595 1.0% 223,926 0.7% △68,669 

支払利息 538,356 1.8% 512,340 1.7% △26,016 

回収不能見込計上額 142,545 0.5% 492,474 1.6% 349,929 

その他行政コスト 178,978 0.6% 66,604 0.2% △112,374 

合計 30,641,610 100.0% 30,305,090 100.0% △336,520 
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５．弾力性 

◎『行政コスト対税収等比率』（ＮＷＭ）（改訂モデル） 

税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることによって、当該

年度の税収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない純経常行政コストに消費された

のかが分かります。この比率が 100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いと言え、

さらに 100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 

鉾田市においては、平成 2２年度数値が 82.1％と平成 2１年度数値 84.8％と比較

して 2.7％減少しており、財政の弾力性が改善していることがわかります。 

 

 

行政コスト対税収等比率

15,952,684 15,828,250

19,270,36918,810,56784.8%

82.1%

0

6,000,000

12,000,000

18,000,000

24,000,000

H21 H22

80.0%

81.5%

83.0%

84.5%

86.0%

純経常行政コスト 税収等 行政コスト対税収等比率

千円

 

 

 

○行政コスト対税収等比率内訳表                   （単位：千円） 

項目 H21 H22 増減 

経常費用（純経常行政コスト） 15,952,684 15,828,250 △124,434 

一般財源 12,544,000 13,657,124 1,113,124 

補助金等受入（その他一般財源等の列） 4,737,649 3,744,702 △992,947 

減価償却による財源増（公共資産等整備 

国県補助金等の列の値の絶対値） 
674,018 585,343 △88,675 

臨時財政対策債 854,900 1,283,200 428,300 

減収補てん債（特例分） 0 0 0 

行政コスト対税収等比率 84.8% 82.1% △2.7% 
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６．自律性 

◎『受益者負担の割合』（Ｐ／Ｌ） 

行政コスト計算書の「経常収益」は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益

者負担の金額です。これを「経常費用（経常行政コスト）」と比較することにより、行

政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。 

鉾田市一般会計においては、平成 2２年度の受益者負担の割合は 2.2％と平成 2１

年度数値 2.0％と比較して 0.2％増加し、受益者負担の割合は改善しましたが、依然

として、低い水準にあり、今後は受益者負担のあり方について、税負担の公平性の観

点から見直しする必要があります。 

 

 

受益者負担の割合（一般会計）

322,631 340,592

15,828,25015,952,684

2.2%

2.0%

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

H21 H22

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

経常収益 経常行政コスト 受益者負担の割合

千円

 

 

 

○受益者負担の割合内訳表                             （単位：千円） 

  一般会計 連結 

項目 H21 H22 増減 H21 H22 増減 

経常収益 322,631 340,592 17,961 8,970,710 8,672,844 △297,866 

経常行政コスト 15,952,684 15,828,250 △124,434 30,641,610 30,305,090 △336,520 

受益者負担の割合 2.0% 2.2% 0.2% 29.3% 28.6% △0.7% 
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Ⅲ連結財務書類 

１．連結貸借対照表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 36,439,107 ①普通会計地方債 18,219,942

②教育 18,248,509 ②公営事業地方債 9,213,149

③福祉 635,462  地方公共団体計 27,433,091

④環境衛生 25,277,097 (2) 関係団体

⑤産業振興 5,909,850 ①一部事務組合・広域連合地方債 141,633

⑥消防 940,347 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 2,934,397 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 2,340  関係団体計 141,633

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産合計 90,387,109 (4) 引当金 5,551,819

(2) 売却可能資産 101,899 （うち退職手当等引当金） 5,387,194

公共資産合計 90,489,008 （うちその他の引当金） 164,625

(5) その他 0

固定負債合計 33,126,543

２　投資等

(1) 投資及び出資金 5,133,997 ２　流動負債

(2) 貸付金 0 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 7,203,690 ①地方公共団体 2,233,772

(4) 長期延滞債権 1,073,523 ②関係団体 63,445

(5) その他 153  翌年度償還予定額計 2,297,217

(6) 回収不能見込額 △ 350,035 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 13,061,328 (3) 未払金 368,314

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 204,818

３　流動資産 (6) その他 14,812

(1) 資金 7,215,778 流動負債合計 2,885,161

(2) 未収金 831,357

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 36,011,704

(4) その他 13,672

(5) 回収不能見込額 △ 182,584 [純資産の部]

流動資産合計 7,878,223 １　公共資産等整備国県補助金等 16,864,782

２　公共資産等整備一般財源等 61,946,174

３　他団体及び民間出資分 4,716

４　繰延勘定 0 ４　その他一般財源等 △ 3,976,550

５　資産評価差額 577,991

純資産 合計 75,417,113

資　　産　　合　　計 111,428,559 負債及び純資産合計 111,428,817

連結貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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３．連結純資産変動計算書 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 72,661,995

純経常行政コスト △ 21,632,246

一般財源 0

地方税 5,109,683

地方交付税 7,255,592

その他行政コスト充当財源 1,328,046

補助金等受入 10,334,754

臨時損益 0

災害復旧事業費 △ 22,270

公共資産除売却損益 267

投資損失 0

収益事業純損失 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 4,920

無償受贈資産受入 36,701

その他 349,511

期末純資産残高 75,417,113

連結純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日
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４．連結資金収支計算書 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

5,119,042

3,154,649

15,206,698

1,688,488

512,340

367,438

26,048,655

4,660,699

7,255,592

9,360,330

180,561

4,780,441

90,659

31,983,391

5,934,736

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,352,675

0

3,485,359

△ 44,571

2,349,807

△ 1,135,552

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,886,929

0

1,441

0

2,193,881

0

0

6,251,022

7,215,778

91,100

101,742

264,523

0

0

0

0

△ 3,834,428

964,756

4,098,951

57,681

14,000

0

2,700

14,000

921,085

1,382,634

685,535

2,784,935

132,684

350,095

1,284,700

245,969

394,534
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Ⅳ 一般会計財務書類 

１．貸借対照表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 18,219,942

①生活インフラ・国土保全 33,857,203 (2) 長期未払金

②教育 18,248,509 ①物件の購入等

③福祉 417,046 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 5,194,236 ③その他

⑤産業振興 2,647,771 長期未払金計 0

⑥消防 648,272 (3) 退職手当引当金 4,343,840

⑦総務 2,761,132 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 63,774,169 固定負債合計 22,563,782

(2) 売却可能資産 101,899

公共資産合計 63,876,068 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,908,557

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 5,334,397 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 151,443

投資及び出資金計 5,334,397 流動負債合計 2,060,000

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 24,623,782

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 5,478,083

③土地開発基金 476,550 [純資産の部]

④その他定額運用基金 4,530 １　公共資産等整備国県補助金等 10,685,933

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 5,959,163 ２　公共資産等整備一般財源等 51,245,691

(4) 長期延滞債権 464,303

(5) 回収不能見込額 △ 161,254 ３　その他一般財源等 △ 6,172,371

投資等合計 11,596,609

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 55,759,253

①財政調整基金 2,557,397

②減債基金 829,471

③歳計現金 1,368,888

現金預金計 4,755,756

(2) 未収金

①地方税 233,453

②その他 4,129

③回収不能見込額 △ 82,980

未収金計 154,602

流動資産合計 4,910,358

資　　産　　合　　計 80,383,035 負 債 ・ 純 資 産 合 計 80,383,035

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

貸借対照表
(平成23年3月31日現在)

0

0

0
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１．貸借対照表（続き） 

 

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち14,398,495千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 34,056,005 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 20,128,498 千円 20,128,498 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 9,361,698 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 217,042 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 4,343,840 千円 4,343,840 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 4,927 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 23,456,987 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 7,465,576 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 167,500 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 15,823,911 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 10,599,018 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は10,735,744千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は47,069,816千円です。

217,042

4,927

275,363

462,266

23,820

7,995

5,175,793

3,036,834

0

9,361,698

546,401

3,342,364

517,584

295,163

1,843,796

5,175,793

0

2,919,055

2,900,000

63,357

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]
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３．純資産変動計算書 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 53,865,169 11,034,569 49,700,316 △ 6,869,716 0

純経常行政コスト △ 15,487,658 △ 15,487,658

一般財源

地方税 5,109,683 5,109,683

地方交付税 7,255,592 7,255,592

その他行政コスト充当財源 1,291,849 1,291,849

補助金等受入 3,744,702 236,707 3,507,995

臨時損益

災害復旧事業費 △ 22,270 △ 22,270

公共資産除売却損益 2,186 2,186

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 867,209 △ 867,209

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 1,141,162 △ 1,141,162

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 66,469 66,469

減価償却による財源増 △ 585,343 △ 1,784,359 2,369,702

地方債償還等に伴う財源振替 1,387,832 △ 1,387,832

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 55,759,253 10,685,933 51,245,691 △ 6,172,371 0

純資産変動計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日
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４．資金収支計算書 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OKOKOKOK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成22年度における一時借入金の借入限度額は1,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

152,511

12,747,346

3,275,465

2,149,878

3,194,345

1,564,844

327,463

2,082,840

4,660,699

7,255,592

3,425,866

149,093

186,663

280,384

1,284,700

41,970

983,825

18,268,792

5,521,446

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,738,967

211,457

2,077,155

294,902

126,731

728,900

0

6,658

1,030,460

△ 1,046,695

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

2,700

14,000

2,162,447

228,212

0

4,226,308

1,441

1,817,508

23,934

14,000

0

91,100

394,781

974,107

1,368,888

2,186

15,118

146,338

△ 4,079,970

0

2,144,971
529,333
964,385

19,445,590
2,104,700

0
19,050,809
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ⅤⅤⅤⅤ    連結連結連結連結財務書類作成基準財務書類作成基準財務書類作成基準財務書類作成基準    

１１１１．．．．作成作成作成作成モデルモデルモデルモデル    

鉾田市連結財務書類は、平成 19 年 10 月に総務省より示された「新地方公会計制

度実務研究会報告書」の総務省方式改訂モデルに基づき作成しています。 

 

２２２２．．．．連結対象範囲連結対象範囲連結対象範囲連結対象範囲    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

３３３３．．．．作成基準日作成基準日作成基準日作成基準日    

平成 2３年 3 月 31 日（平成 2２年度末）。ただし、出納整理期間（平成 2３年

4 月 1 日から 5 月 31 日まで）における出納については、基準日までに終了したも

のとして処理しています。 

 

４４４４．．．．基礎数値基礎数値基礎数値基礎数値    

昭和 44 年以降、平成 2２年度までの「決算統計データ」を使用しています。（平

成 16 年度以前の数値については、旧 3 町村決算統計データ等の合算により算出し

ています。）また、退職手当引当金等一部の金額は、対象年度の歳入歳出決算書や人

事データを用いて算出しています。 

    

５５５５．．．．有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産のののの評価基準評価基準評価基準評価基準    

取得原価主義をとっているため、資産を取得した当時の価格で評価して累計して

います。 

  （特に土地分の資産価値については、用地を取得した当時の価格で評価しています。） 

 

６６６６．．．．退職手当引当金退職手当引当金退職手当引当金退職手当引当金    

年度末において、在籍する職員が普通退職した場合に必要となる退職手当の所要

額を退職給与引当金として計上しています。 

                           

【一部事務組合】 

鹿行広域事務組合 

大洗・鉾田・水戸環境組合             

茨城県総合事務組合 

茨城県後期高齢者医療広域連合 

 

【第３セクター等】 

鉾田市健康づくり財団 

鉾田市社会福祉協議会 

鉾田市シルバー人材センター 

鉾田市土地開発公社 

            【公営事業会計】 

国民健康保険特別会計 

老人保健特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

 

【公営企業会計】 

農業集落排水事業特別会計 

公共下水道事業特別会計 

水道事業会計 

一般会計 

鉾田市 

連結 


